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要旨：既存鉄筋コンクリート造（RC）建築物の維持管理においては，適切な調査および診断によってその建

物の健全度を把握することが重要であるが，そのような手法を確立するための既存 RC 造建築物に関する調

査事例は必ずしも多くない。そこで築 40 年以上を経過した鉄筋コンクリート造建築物を対象として，構造

部材および非構造部材のコア供試体を用いた強度特性，仕上げ材によるコンクリートの中性化抑制効果およ

び表層透気性との関係について検討を行った。 
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1. はじめに 

 昭和 40 年代以降，多くの鉄筋コンクリート(RC) 造

建築物が建設された。今後これら建物の維持管理の必要

性が高まる事が予想される中，適切な調査および診断に

よってその建物の劣化状態を把握することが重要といえ

るが，既存 RC 造建築物に関する調査事例 1)は必ずしも

多くない。本研究では，築 40 年以上を経過した鉄筋コ

ンクリート造建築物を対象として，構造部材および非構

造部材の強度特性を調査すると共に仕上げ材によるコン

クリートの中性化抑制効果について定量的な検討を行っ

た。本論はその結果について述べる。 

 

2. 調査概要 

2.1 調査対象 

 表－1 に調査対象の外観および概要を示す。東京都に

位置する建物 A と建物 B を調査対象とした。建物 A 

は補修履歴などの記録が残されていなかったが，建物 B 

については補修履歴や劣化診断の報告書等が残されてい

る。表－2 に補修履歴を示す。建物 B は 1998 年の補修

時に表に示した屋内の補修箇所である柱・壁以外の建具

等にも修繕が施されていた。また何度かにわたって用途

変更があったことや，1998 年の補修方法や補修箇所の状

態に関する記載から記録以外にも補修・改修が実施され

たと考えられる。外壁および屋上防水は 10 から 20 年弱

の周期で改修がなされており，仕上げ材料の耐用年数を

考慮すると概ね適切な改修時期と考えられる。ただし地

下 1 階のモルタルおよびタイル仕上げなどには補修・改

修は加えられずオリジナルの仕上げが残されていた。な

お 7 階東西面の屋外壁ではひび割れ補修にそれぞれ異

なる方法が採られており，東側外壁は V カット補修， 

表－1 調査対象建築物の外観および概要 

建物A 建物B

竣工年 1966（昭和41年） 1970（昭和45年）

築年数 46年 42年

主体構造 RC造 SRC・RC造

階数 地下1階，地上7階 地下1階，地上8階

建築面積 1200ｍ2 330ｍ2

高さ 30.6ｍ 23.7ｍ

設計基準強度 210kgf/cm2(21N/㎜2)  

 

 

 

図－1 建物 B；地下一階平面図およびコア採取箇所 

 

 

図－2 建物 A；一階平面図およびコアサンプル採取箇所 
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西側外壁は塗布防水であった。 

2.2 コア採取箇所 

図－1 に建物 B，図－2 に建物 A の平面図およびコ

ア採取箇所を示す。また，表－3 に主要な採取コア供試

体を示す。コアの採取はフロア毎にて同じ箇所で行った。   

 

3．調査および実験概要  

3.1 中性化深さ計測 

コンクリート躯体から採取したコア供試体に，フェ 

ノールフタレイン液を噴霧し，コンクリート面からの中

性化深さを計測した。採取方法については建物 A におけ

る柱および 7 階南北の壁にて貫通採取，1～6 階の南北の

壁および階段の壁では折取り採取を行った。また建物 B

については折取り採取を行った。建物 A では各フロア

で採取した 5 本のコアから無作為に 3本選定し計測を行

った。建物 B では各階階段周りや補修が加えられなかっ

た地下 1 階の柱および壁において計測を行った。併せて

仕上げ（仕上げ材＋モルタル）の厚さと後述の透気係数

についても計測を実施した。 

3.2 圧縮強度試験  

圧縮強度試験は JIS A 1108（コンクリート圧縮強度試

験方法）および JIS A 1149（コンクリートの静弾性係数

試験方法）に準拠しコア長さがその直径に満たないもの

は JIS A 1107（コンクリートからのコア採取方法および

圧縮強度試験方法）などを参考に補正を行った。  

3.3 透気試験  

透気試験はトレント法および RILEM Cembureau 法を 

用いた。それぞれの概要を図－3 および図－4 に示す。

トレント法はチャンバー内の空気を真空ポンプによって

吸引し，圧力と経過時間の関係から透気係数 Kt を求め

るものである。チャンバー内の圧力をバランスさせるこ

とで内部チャンバーへの外部からの空気流入が排除され，

透気係数が測定される。コア採取位置にてトレント試験

機を用いた表層透気性の測定を行った。 

RILEM 法では直径約 73 および 103mm，厚さ約 20 

から 50mm のコア供試体を用い，試験の前処理として  

 

表－3 主要コアサンプル一覧 

（表中の数値はコア本数を示す。） 

南面壁 北面壁 階段壁 室内柱 室内壁 階段壁 室内柱

B1F 5 5 - 9 3 - -

1F 5 5 3 9 - 3 -

2F 5 5 - 9 3 - 3

3F 5 5 - 8 - - -

4F 5 5 5 8 - 3 -

5F 5 5 - 7 1 - 3

6F 5 5 - 7 - - -

7F 5 5 3 9 - 3 3

RF - -

建物B建物A

 

    

図－3 トレント法 

（左；チャンバー概要図，右；トレント試験機） 

 

      
図－4 RILEM-Cembureau 法 

（左；コア格納器，右；RILEM 試験機） 

表－4 方位毎の圧縮強度および標準偏差 

南 北 全体

測定数 39 40 79

平均（N/mm2） 39.8 40.3 40.1

標準偏差 5.9 8.8 7.5

建物A
圧縮強度

 

 

50℃の環境下にて含水率を定常状態とした。試験体を試

験セル（図－4-左）に格納，試験体周囲を気密にした状

態で透気量から透気係数 K[m2]を求める。 

 

4．調査結果および考察 

4.1 圧縮強度   

表－4 および図－5 に方位の違いによる圧縮強度へ

の影響について示す。方位に関する検討は建物 A の南北

面の壁部材を対象に行った。コアサンプル 5 本ずつ，各

方位および各階から採取したものを用いた。 

表－2 補修履歴 

建物 A 

建物 B 

バルブ 

印加圧力計 透過量を計る試験管 
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建物 A において北面の標準偏差が南面と比較して大

きい値をとったが，全体の変動係数は約 19％であった。

建物 A において方位による圧縮強度の差異はないと推

測される。表－5 に建物 A および B について建物全体お

よび部材の圧縮強度を図－6 両建築の圧縮強度の分布を

示した。図－6 中の破線は設計基準強度の 21[N/mm2]を

表している。2 件の建物を比較すると同時期に建設され

コンクリートの設計基準強度が同じであるにも関わらず，

建物  A の平均圧縮強度は 41.5[N/mm2]，建物 B は

20.8[N/mm2]と A と比べ小さいことが確認された。また

建物 A は全ての測定箇所において設計基準強度を上回

る結果が得られたが，建物 B は基準値を満たさない測

定箇所も存在した。建物 A は現場練りコンクリート，

建物 B はレディミクストコンクリートが使われていた

が，当時の関係者へのヒアリングからポンプ圧送による

施工時，コンクリートの流動性を確保するため加水が行

われたことが明らかになっており，これも遠因と考えら

れる。図－7に両建物の各階ごとの柱（構造部材）・壁（非

構造部材）における圧縮強度を，図 8に両建物の部材ご

との圧縮強度の分布を示す。図中の直線は設計基準強度

21[N/mm2]を表す。下階など圧密の影響によって強度が

高くなると予想されたが，建物 A および B において階

高による違いはみられなかった。また，方位（南および

北）による差も顕著でない（建物 A）。また，両建築物に

おいて構造部材と非構造部材における圧縮強度の差異を

示す傾向は確認されなかった。乾燥による影響を受け易

い壁部材ほど強度が低いと予想されたがこれは後述する

ように仕上げ材の中性化に代表される保護効果が高かっ

たためと考えられる。特に建物 A においては両部材の

強度あわせて正規分布していると判断される。全体の強

度の標準偏差を取りまとめたものを表－5 に示している。

建物 A は壁において標準偏差が柱よりもやや大きい

7.4[N/mm2]であり，標準偏差については建物 B も同様に

柱の値が壁に比べて小さい 2.7[N/mm2]であった。当時の

JASS5 では調合についてのコンクリート強度の標準偏差

は現場練り・レディミクストコンクリート共に

3.5[N/mm2]とされている。しかしながら，既往の研究 2)

によれば実構造における構造体コンクリートの標準偏差

は現場練りが2.4から8.4[N/mm2],レディミクストコンク

リートが 3.1 から 4.8[N/mm2]という範囲であることが

確認されており,建物 A の圧縮強度の標準偏差は概ね

当時の一般構造物と同等と推察される。なお建物 A の変

動係数は，約 18％でありこれは建物 B の変動係数と同等

である。これらのことから非構造部材からのサンプリン

グによる試験結果で，構造体コンクリートの強度特性を

評価できる可能性があることがわかった。 
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図－5 方位による圧縮強度分布 

表－5 圧縮強度および標準偏差 

壁 柱 全体 壁 柱 全体

測定数 88 55 143 12 6 18

平均（N/mm2） 40.2 43.7 41.5 21.4 19.7 20.8

標準偏差（N/mm2） 7.5 6.7 7.4 4.0 2.7 3.7

圧縮強度
建物A 建物B
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図－6 建物 Aおよび Bの圧縮強度分布 
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図－7 各階毎の圧縮強度分布（上；建物 A, 下；建物 B） 
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図-8 壁・柱の圧縮強度分布 

測定数  79 点 

平均   40.1［N/mm2］ 

標準偏差 7.5［N/mm2］ 
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4.2 ヤング係数   

表－6 に建物 A および B の平均ヤング係数および

標準偏差を示す。建物 B において柱と壁のヤング係数

は同程度であった。また壁の標準偏差は柱よりも若干大

きいが変動係数は概ね同等で壁は 16％，柱は 11％であっ

た。建物 A は部材による標準偏差の差異は小さくその

変動係数は 11 から 13％であった。図－9 にヤング係数

の実測値と RC 規準式（式（1））による計算値の関係を示

す。図中の破線は計算値に対する実測値のばらつきの幅

±30％を表す。  

E=2.1×104×（γ/2.3）1.5×（σ/20）0.5        （1）    

  E: ヤング係数[kN/mm2] 

 γ: 単位容積質量[t/m3]       

 σ: 圧縮強度[N/mm2] 

両建物に使用された粗骨材を目視での検討を行った。 

目視に用いたコンクリートの写真および検討項目を表－

7 にまとめた。建物 A および B の粗骨材は共に砂利が

使われたと考えられるが，建物 B に用いられた粗骨材

は建物 A と比較して粗骨材の形状にばらつきがあり，

角ばっている粗骨材が多い測定箇所や丸い粒形状のもの

が多い箇 所などが存在する結果となった。建物 A の実

測値と計算値のばらつきは約±40％の範囲に収まった。

また建物 B では約±30％となった。本ヤング係数の予測

式の精度 3)がおよそ±30％と示されており，建物 A およ

びBのコンクリートのヤング係数はRC 規準式で評価で

きると考えられる。  

4.3 中性化深さ 

考察において比較対象建築物 2 件の竣工年が異なる

ため以下の式（2）による中性化速度係数を用いた。 

C＝A√t                         （2） 

 

表－6 建物 Aおよび Bのヤング係数と標準偏差 

壁 柱 全体 壁 柱 全体

測定数 89 63 152 12 6 18

平均（kN/mm2） 29.0 27.2 28.2 19.1 17.5 18.5

標準偏差（kN/mm2） 3.8 3.0 3.6 3.1 1.9 7.1

建物B
ヤング係数

建物A
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図－9 建物 Aおよび Bにおけるヤング係数 

C:中性化深さ[mm] 

A:中性化速度係数[mm/√t] 

t：経過年数[year] 

（1）中性化速度係数の分布  

建物 A および B における階高ごとの中性化速度係数 

を図－10 に示す。建物 A および B はともに階高によ

る 中性化速度係数の傾向は認められなかった。建物 A

全 体 の 中性 化 速度 係 数の 分 布 につ い て 図 － 11           

に示す。建物 A の中性化速度係数は主に 0.2 から 0.5 

[mm/√t]に多く分布し，建物 B では中性化速度係数が

0[mm/√t]となる測定点の頻度が最も高かったが，打ち放

し部分の中性化速度係数は 5.4[mm/√t]と大きい値であ

った。 

建物Ａ 建物B

粗骨材形状 全体的に角の無い粒形

場所によって角張って
いる粗骨材の分布が異
なる。角の無いものも
点在する。

粗骨材の色

目視による粗
骨材の種類

砂利 砂利

粗骨材の色が様々ある

 

表－7 建物 Aおよび Bの粗骨材の検討 

0 0.5 1 1.5

階
高

中性化速度係数［mm/year1/2］

建物A；北面室内

建物A；南壁室内

建物A；北面室外

建物A；南壁室外

7F

5F

3F

1F

 

0 1 2 3 4 5 6

階
高

中性化速度係数［mm/year1/2］

建物B；室外壁
建物B；屋上屋根
建物B；室内壁
建物B；室内柱
建物B；室内床
建物B；室内梁

7F

5F

3F

1F

 

図－10 階高ごとの中性化速度係数（上；建物 A，建物 B）

（2） 圧縮強度と中性化速度係数  

建物 A および B における圧縮強度と中性化の関係を 

図－12 に示す。建物 A は南北の壁を，建物 B では階
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段の壁および柱を対象としている。図より，圧縮強度に

よる傾向は認められない。一般にコンクリートの中性化

深さはその圧縮強度と相関があるとされるが，本研究に

て調査を行った既存構造物 2 件は多くの部位において

モルタルや複層塗材などの塗装およびタイル貼りなどの

仕上げが施されており，この影響が大きいと推察される。  

（3）仕上げ材毎の中性化率  

前述の検討を踏まえ，コンクリートの中性化に及ぼす

仕上げ材の影響を評価することとした。中性化率の算出

には以下の式（3）を用いた。 

S(t)=Cc(t)/Cb(t)                 （3） 

 S(t)：材齢 t(年)における中性化率  

 Cc(t)：仕上げのあるコンクリートの中性化深さ[mm]  

 Cb(t)：打ち放しコンクリートの中性化深さ[mm]  

建物AおよびBにおける各仕上げ材料の中性化率を図

－13 に示す。中性化率は既往の研究 2)によれば，耐久性

上有効な仕上げを施す場合，かぶり厚さを 10 mm 減じ

る事ができることから中性化率が 0.6 以下で中性化抑

制効果があると想定できる。なお建物 A は中性化率の

基準値とした打ち放しの中性化深さの値が 11.8mm，建

物 B は 35.2mm であった。打ち放しの測定箇所は建物

A および建物 B ともに 1 箇所ずつである。建物 A は基

準とした打ち放し部分の中性化の進行が小さく中性化率

を算出する際の分母が低い値のため，中性化率が約 0.1 

から 0.7 まで広く分布したものと考えられる。一方，建

物 B は仕上げ材の種類に拠らず中性化率は小さい値と

なり，仕上げ材がコンクリートの中性化の抑制効果の高

いことを実建物調査を通して確認することが出来た。前

述の壁の強度が建物Aに比べて著しく低下していること

が関連すると考えられるが，この点については更に検討

したい。なお中性化率が大きく外れた測定点が存在した

が，これは仕上げモルタル厚さが 3.5 mm と極めて薄か

ったためであり，この点については後述する。特異点を

除き，複層塗材・モルタル仕上げ・吹付け塗装は中性化

率が小さい傾向にあった。なお建物 A の変動係数は約

62％，建物 B の変動係数は 48％であった。  

（4）非破壊透気試験（トレント法）による検討  

図－14 に中性化速度係数[mm/year1/2]と透気係数 Kt[10

－16m2]の関係を示す。なお図中の閾値は R.Torrent によっ

て提案されたものである 3)。建物 A の中性化速度係数

は室内において最大 1.0[mm/year1/2]であり中性化の進行

は小さかった。一方透気係数 Kt は 0.001 から 1000[10－ 

16 m2]を超えるものまで広い幅をもって分布している傾

向がみられる。一方 Kt が 0.1[10-16 m2] 以下において相

対的に中性化速度係数が小さい。  

（5） RILEM-Cembureau 法による検討  

建物 A および B における表層部の透気係数 K[10-18m2] 
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図－11 建物 Aおよび Bにおける中性化速度係数の分布 
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図－12 中性化速度係数と圧縮強度の関係 
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図－13 仕上げ材種類毎の中性化率 

 

の分布を図－15に示す。本試験による検討は，建物 A は

南北壁面の仕上げ（モルタル）を含む表層部 50 mm の部

位を対象としているが,一部 20 mm程の厚さのものが存

在する。建物 A に用いられた仕上げモルタルの透気係

数 K は約 400 から 2200[10-18m2]の範囲に分布してい

た。一方，建物 B において透気係数 K は約 100 から 

12500[10-18m2]まで概ね正規分布する結果となった。図中

の破線はコンクリートの RILEM 透気係数の閾値であ

るが，建物 A および B の透気係数 K は 700[10-18 m2]

以上の範囲に多く分布しており，両建物共に仕上げモル

タル（表層部）はコンクリートの緻密度と比較すると概

ね粗であると考えられる。 

4.4 中性化速度係数と仕上げモルタル厚さの関係  

モルタル塗厚さと中性化の関係を図－16 に示す。建 

物 Bの室内のモルタル塗厚さは約 15mm から 60 mm に

分布し，室外は約 12mm から 40mm であった。RILEM

建物 A 
測定点 79 点 
平均 0.5[㎜/√年] 

標準偏差 0.31[㎜/√年] 
建物 B 
測定点 31 点 

  平均 0.7[㎜/√年] 
標準偏差 1.07[㎜/√年] 

仕上げモルタル 3.5 ㎜ 

7 階東西外壁ひび割れ部 
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透気試験の結果からモルタルは粗であると推察されるが，

モルタルの塗り厚さを 20mm 以上確保することは躯体

の中性化抑制に効果的であると考えられる。 

 

5．まとめ  

同時期に建設された築 40 年以上を経過した 2 つの 

既存鉄筋コンクリート造建築物について圧縮強度試験，

中性化深さの調査を行い，以下の知見を得た。 

1) 構造部材および非構造部材において圧縮強度および

ヤング係数に大きな差異が認められなかったことか

ら，非構造部材からのサンプリングによって構造体コ

ンクリートの強度特性を評価できる可能性があると

推測される。  

2) 両建物におけるヤング係数の実測値は概ね計算値 

の±30～40％程度に収まっており，この範囲内であれ

ば使用する粗骨材の種類に関わらず既存構造物のヤ

ング係数は RC 規準式による評価が可能であると推

測される。 

3) 仕上げモルタルは比較的粗であってもその塗厚によ

って躯体コンクリートの中性化が抑制されると考え

られる。本調査の範囲ではモルタルの塗り厚さとして

20mm 以上の確保が有効であると評価される。 

4) 建物 B においてトレント法による透気係数 Kt が 

0.1[10-16 m2] 以下であれば概ね中性化は抑制されてい

ることを確認した。また建物 A において測定点によら

ず中性化は同程度であるが透気係数にばらつきが確

認され，仕上げ材の劣化が影響したと考えられること

から，構造体コンクリートの中性化状態をトレント法

を用いた非破壊透気試験により精度良く評価するた

めには仕上げ材を含めた表層状態の影響について更

なる検討が必要である。 
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図－14 中性化速度係数と透気係数の関係 

（上；建物 A，下；建物 B） 
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図－15 透気係数 K[10-18㎡]の分布 
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図－16 中性化速度係数と仕上げモルタル厚さ 
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